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Abstract 
 
This study is concerned with the relationship between DMOs and regional stakeholders in Destination 
Management. We examine the theory of “Ba” again and make the analyzing framework called “Organizing 
Cycle”. From the case study of Snow Country Tourism Zone, we suggest two important points for DMOs. First 
one is that DMOs should set a core vision and make efforts to act continuously based on it because regional 
stakeholders behave in their regions with referring to DMOs. As time passes, the relationship among them have 
been building. Second one is that DMOs should support regional stakeholders with respects for them. With 
findings from the case study, we propose a new framework of analysis about Destination Management named 
“Relationship-Building Process between DMOs and Regional Stakeholders”. 
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1. はじめに 
観光は，旅館・ホテルにとどまらず，交通機関や飲食店など周辺産業を巻き込んだ裾野の広い産業
である。また，観光にともなう消費は地域経済に広く波及し，地域の需要や雇用の創出に貢献する（中
小企業庁，2015，p.401）。したがって，地域の未来創造として重要な産業のひとつであると言える。
実際，政府が進める「地方創生」では，地域の競争力を高めるひとつの方策に観光産業の強化を挙げ，
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国は現在，日本版DMO（Destination Management/Marketing Organization）を推進している。これは，観
光産業の舵取り役として期待されるものであり，2020 年までに世界水準の DMO を全国で 100 組織形
成するとしている。2018 年 7 月 31 日時点で，広域連携DMO8 件，地域連携DMO48 件，地域 DMO30
件の日本版 DMO が登録されている。本稿は，このような本格化を前にした日本版 DMO に関して，
DMO と地域ステークホルダーとの関係を，先進的な事例を通じて整理・検討し，DMO を運営する法
人に資する含意を導くことを目的とする。ここで，地域ステークホルダーと，「地域」を付けているこ
とについて補足する。本稿は観光地という地理的範囲を限定した中でのステークホルダーを念頭に置
いている。理由は以下の指摘をふまえている。「地域全体に効果をもたらす観光をどのように推進すれ
ばよいだろうか。そのためには，多くの関係者がかかわることで観光が成り立っているということを
認識する必要がある」（森重，2016，p.189）。そこでは「行政だけではなく，さまざまな関係者，住民
が一緒になって現実を総括し，課題を見出し，解決の方策を議論しないと観光地づくりは進まない」
（清水，2017）。したがって，地域にかかわる者たちによる地域課題の明確化など，地域性を念頭に置
いた検討が重要なのである。 
 本稿の構成は以下の通りである。2 章は，観光地経営および DMO に関する先行研究レビューと，
日本版 DMO の説明になる。この章でリサーチ・クエスチョンを設定する。3 章では本稿で依拠する
「場」の理論の説明し，4 章でその理論を基にした分析視点を示す。5 章が事例の説明になる。一般社
団法人雪国観光圏について，日本版 DMO に至る背景や事業内容を説明する。また，地域ステークホ
ルダーとして松之山温泉合同会社まんまの取り組みもあわせて述べる。6 章は，事例からの発見事項
と日本版DMO に向けた含意を述べる。7 章が本稿のまとめと今後の研究課題になる。 
 
2. 観光地経営と DMOに関する先行研究 
2.1. 観光地経営について 
今日，観光地経営という言葉が聞かれるようになってきた。これは「観光地の持続的な発展を目的
として，一定のビジョンに基づいて，観光地を構成する様々な経営資源と推進主体をマネジメントす
るための一連の組織的活動」（公益財団法人日本交通公社，2013，p.4）である。そこでは，観光地の
すべての地域ステークホルダーに経済的・文化的な便益が享受されるとされる。 
ここでは，観光地経営に関する文献をいくつかレビューしていく。山田（2017，p.38）は，『観光文
化』第 234 号において，海外の論文を基に観光地経営の背景を整理している 1。それによると，観光
地経営という概念は 20 年ほどの歴史を持ち，特に，オセアニアやヨーロッパにおいて整理されてきた。
1990 年代前半までは，競争力を持った観光地形成のための計画の重要性が指摘された。1990 年代中盤
以降になると，旅行会社主導の団体から個人客化へのシフトがみられ，その後，インターネットの進
展とともに観光のスタイルが多様化していった。国境を越えた人々の移動がみられ，観光地の競争も
国際化していき，計画や管理を超えた戦略性が問われるようになった。1990 年代後半からは，地域ス
テークホルダーの連携による着地型の観光がみられるようになった。こうした動きは，日本国内の動
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きより早いように思われるが，その変化は，団体から個人，国境を越えた競争，着地型観光の流れと
なり，多くの人の感覚とおおむね一致していると思われる（日本における流れは後に述べる）。 
さて，A Practical Guide to Tourism Destination Management(UNWTO, 2007)では，持続可能な観光地経
営の枠組みとしてVICE モデルが提示されている。これは，観光客（Visitor），観光商品・サービスを
提供する観光事業者（Industry），観光客を受け入れる地域社会（Community），そして自然や文化を含
めた環境（Environment）の 4 つの要素の頭文字をとったもので，これらの相互関連のなかで均衡のと
れたマネジメントが求められる(UNWTO, 2007, p.13；二神，2013，p.251）。すなわち，「従来，来訪者
（観光客）と事業者の関係を主体に構成されていた観光が，観光需要の変化によって，地域（コミュ
ニティ）や環境文化にまで及ぶようになり，包括的な対応をしていく必要性がある」（山田，2017，p.38）
のである。以上の指摘からも，本稿で扱う地域性をふまえた議論は重要である。 
次に，観光地経営と DMO の関係について，この分野で先行している海外の研究を中心にみていく。
A Practical Guide to Tourism Destination Management(UNWTO, 2007)では，DMO は，統一のとれた戦略を
策定してそれを基に地域ステークホルダーをリードし，様々な活動を調整する役割があるとしている。
そして，地域ステークホルダーの行う活動をコントロールするのではなく，彼ら・彼女らとともに行
っていく姿勢が求められるとしている(UNWTO, 2007，p.2)。より具体的には，政策や法律等の環境整
備，誘客のためのマーケティング，観光客の期待を超える現地での対応といった幅広い範囲でリード・
調整をしていく役割がDMO にはある(UNWTO, 2007, p.4)。DMO には，ネットワーク・マネージャー
として行動することが求められるとする指摘がある(Volgger and Pechlaner, 2014, p.64)。これは，様々な
地域ステークホルダーが網の目のように関わる観光地経営の構造に着目し，DMO の立ち位置や振る
舞いを表したものである。こうした構造において，DMO は，観光客の獲得と維持に関するマーケテ
ィング機能と，地域ステークホルダーの調整などのマネジメント機能が求められる(Volgger and 
Pechlaner, 2014，p.65)。DMO のマネジメント機能において，その効果的なコミュニケーションは，地
域ステークホルダーの満足や協働意欲に関わる重要な要素である(Selin and Myers, 1998, p.79)。したが
って，DMO が地域ステークホルダーとどのようにコミュニケーションをはかり良好な関係を築くか
が，観光地経営の成功につながると言える。逆に，観光客数や収益の増加などにより，DMO で使え
る財源が増え，人材育成やマーケティング戦略が強化されるといった，いわば観光地経営の成功が
DMO の成功につながることもある。観光地経営と DMO の成功には正の相関がみられるのである
(Volgger and Pechlaner, 2014, p.71)。Bornhorst ら(2010)は，事例研究を基に DMO の成功要因を示してい
る。これは，カナダにある 25 の観光地のDMO や地域ステークホルダー（行政を含む）に対するイン
タビュー等によるもので，人的資源や財源の豊富さ，地域ステークホルダーとの関係など（インプッ
ト変数），マーケティング戦略の実施状況など（プロセス変数），観光客数などの経済効果（アウトプ
ット変数）に分けて成功要因を整理している。インタビュー結果では，回答者の 60％が DMO と地域
ステークホルダーの良好な関係を成功要因に挙げており，それが，観光地経営の成功にとって重要だ
と答えている(Bornhorst, Ritchie and Sheehan, 2010, p.585)。 
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ここまで，観光地経営と DMO の関係についてみてきた。次節では，日本における今日の観光動向
と国が推進する日本版DMO をみていく。 
 
2.2. 日本版DMO 
2.2.1. 日本版DMOの背景 
政府は，2016 年 3 月に策定した「明日の日本を支える観光ビジョン」において，政府目標として，
2020 年に訪日外国人旅行者数 4000 万人，訪日外国人旅行消費額 8 兆円を目指すとしている。背景に
は，日本が「観光先進国」を目指すことがあり，同ビジョンには次のような記述がある。「我が国は，
自然・文化・気候・食という観光振興に必要な 4 つの条件を兼ね備えた，世界でも数少ない国の一つ
であり，これらの豊富な観光資源を真に開花させることにより，裾野の広い観光を一億総活躍の場と
することが可能である。観光は，まさに『地方創生』への切り札，GDP600 兆円達成への成長戦略の
柱。国を挙げて，観光を我が国の基幹産業へと成長させ，『観光先進国』という新たな挑戦に踏み切る
覚悟が必要である」（明日の日本を支える観光ビジョン構想会議，2016，p.2）。GDP600 兆円とは，挑
戦的な目標であるが，観光はその一翼を担うもので，実際，訪日外国人の数は伸びている。一方，日
本人の国内旅行市場は，1990 年代初頭のバブル経済を頂点に，その後，落ち込んでいる（大社，2013，
p.21）。2016 年には，日本人 1 人あたりの国内宿泊観光旅行の回数は 1.39 回（前年比 2.9%増），宿泊
数は 2.28 泊（同 0.4%増）と，前年より伸びてはいるが，回復にはほど遠い（観光庁，2017，p.34）。
こうした状況を基に，インバウンドへの期待が高まるのは分かるが，2016 年の宿泊者数全体に占める
その割合は 14.3%であり（観光庁，2017，p.36），観光産業は日本人の国内旅行に支えられているのも
事実である。日本人，訪日外国人の数を共に伸ばし両者のバランスをはかることが重要だと言える。 
さて，国内旅行市場は，海外の動向と同様に団体客から個人客へのシフト，インターネットの活用，
観光客ニーズの多様化などが言われている。旅行形態は，例えば，とおりいっぺんの物見遊山の旅か
ら，趣味嗜好に合わせた，その地ならではの観光体験が求められている（大社，2013，p.21）。これま
での観光商品は，マーケットサイド（発地）の旅行会社が，旅行先である観光地（着地）の観光事業
者から観光名所，旅館，土産屋といった観光資源を仕入れてパッケージ化し販売していた。しかし，
以上のような変化を受けて，観光客個々のニーズを汲み取った旅行商品の提案が求められるようにな
ってきたのである。観光客の中には，地域で発見した魅力あるものや感動したことなどをソーシャル・
メディアで発信するようになっているし，発信された情報をもとに旅行先を決める者もいるのである。
発地型の観光がなくなるわけではないが，今後は，地域をよく知る者たちの企画による，着地型観光
がより求められるようになっている（大社，2013，pp.22-23）。それでは，受け入れ側（着地側）はど
のようになっているか。観光地と言われるところでは，行政機関の観光課や観光協会などがあり，観
光政策の策定，イベントの実施，メディアを通じての魅力発信等を行っている。しかし，今後は，地
域をよく知る者たちが地域の魅力を発信したり，着地型の観光を提案したりすることが求められる。
上記に挙げた各組織はそれぞれの目的に基づき活動しているが，今後は，どこかの組織が観光地経営
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の推進役を担うべく機能を強化するか，あるいは，推進役を新たにつくり，地域ステークホルダーを
まとめていくかが求められる。このような状況において，観光庁は，これまでの観光地経営の課題と
して，「ステークホルダーの巻き込みが不十分」「データの収集・分析が不十分」「民間的手法の導入が
不十分」であるとし 2，海外 DMO を参考にして日本版DMO の形成・確立を目指しているのである。 
 
2.2.2. 日本版DMOとは 
日本版 DMO は，地域ステークホルダーを巻き込み，科学的アプロ－チを取り入れた観光地経営の
舵取り役である。制度上，観光庁への登録が求められ，登録対象は，地方公共団体と連携して活動す
る法人である。登録区分は対象エリアの広さに応じて，「広域連携 DMO」：複数都道府県にまたがる
区域，「地域連携DMO」：複数の地方公共団体にまたがる区域，「地域DMO」：原則として，基礎自治
体である単独の市町村の区域の 3 つがある。DMO 機能を担う法人が計画書を作成し，地方公共団体
と連名で応募することが求められる。登録された法人は日本版 DMO とされ，関係省庁から支援を受
けることができるようになる。 
日本版 DMO の活動には，多様なステークホルダーと協働して地域の稼ぐ力を創出するとともに 3，
そこに住んでいる人が誇りと愛着を持てることや訪れる人の満足をもたらすことが求められる。具体
的には，先の 3 つの不十分を踏まえて，日本版 DMO には，以下の役割が求められている。 
a. 観光地経営において，多様なステークホルダーと合意形成をはかること 
b. 継続的にデータを収集･分析し，データに基づいたブランディング等の戦略を策定すること。そし
て，戦略の目標達成について KPI（Key Performance Indicators：主要業績評価指標）を設定し，PDCA
サイクルを繰り返して改善をはかっていくこと 
c. ステークホルダーが実施する観光事業と DMO が設定した戦略の整合性について調整すること。そ
して，プロモーションを行ったりすること 
さて，DMO が活動していく上では，地域ステークホルダーをコントロールしようとするのではな
く，彼ら・彼女らとのコミュニケーションを通じた良好な関係が重要になる。また，今後，着地型の
観光を考えていく上では，地域をよく知る者たち，すなわち地域ステークホルダーが地域の魅力を発
信したり，観光を提案したりすることが求められる。ただし，地域の魅力といっても，どういった地
域資源に魅力があるのか，そもそもどのような地域資源があるのか等について，地域ステークホルダ
ーの認識は様々である。このように考えていくと，DMO には，多様な地域ステークホルダーの地域
に対する考え・思いを表出化させ，そして，調整をはかりながら地域全体をまとめていく，その舵取
りが求められる。 
これまでの議論から，本稿では，DMO と地域ステークホルダーとの良好な関係によって地域全体
がまとまっていくとの認識に立ち，「DMO と地域ステークホルダーの関係はどのようなプロセスで構
築されるか」をリサーチ・クエスチョンとして検討していく。このリサーチ・クエスチョンの答えを
得るためには情報の流れといった，プロセスに着目する「場」の概念を手掛かりに検討していくこと
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が建設的だと思われる。「場」については，新製品開発の研究から始まった野中ら（1996）の知識創造
論，インフォーマルな側面に光をあてたWenger, McDermott and Snyder（2002）の communities of practice，
組織における横のコミュニケーションの重要性を指摘する伊丹（2005）の「場」の理論などがある。
本稿は，その中でも情報のやり取りから何が起きているか，どのように起きているか等を分析する伊
丹（2005）の「場」の理論を拠り所にする。「場」の理論は，経営学において主に企業経営の立場から
構築された理論であり，「組織の中にさまざまな場を生みだし，それらの場を機能させていくことによ
って組織を経営しようとするマネジメントのあり方である」（伊丹，2005，p.152）。本稿は，これを観
光地経営に応用していく。すなわち，DMO と地域ステークホルダーの関係構築プロセスに「場」の
理論を用いることで，理論的・実践的な含意を導こうとするものである。 
 
3. 「場」の理論 
3.1. 「場」とは 
以下に，伊丹（2005）の「場」の理論を簡潔に述べていく。「場」とは，「人々が参加し，意識・無
意識のうちに相互に観察し，コミュニケーションを行い，相互に理解し，相互に働きかけ合い，共通
の体験をする，その状況の枠組み」（伊丹，2005，p.42）である。いわば，人々の間の情報的相互作用
や心理的相互作用が起こるその容れものである（伊丹，2005，p.43）。情報的相互作用とは，人々が情
報を受け取り，処理していくプロセスにおいて，情報の意味を発見し，新しい情報の創造を行うこと
であり，これは，人々が情報を交換し合って相互に影響を与えながら集団として行っていくものであ
る（伊丹，2005，p.43）。こうした情報的相互作用が濃密に起きると，人々の間の共通理解が増したり，
個人の情報蓄積が深まったりしていく。さらに，人々の間の心理的共振が起きるのである（伊丹，2005，
pp.45-46）。場がうまく機能するには，つまり，濃密な情報的相互作用が生まれるには，その前提とし
て，メンバーが以下に挙げる 4 つの「場の基本要素」をある程度，共有することが求められるという。 
a. アジェンダ（情報は何に関するものか）：会議の議題が典型例である。アジェンダが明確でないと，
単なる言葉が飛び交うだけで真の意味でのコミュニケーションは成立しない（伊丹，2005，pp.104-105）。 
b. 解釈コード（情報をどう解釈すべきか）：メンバーが発信する言葉，仕草，表情などがどのような
意味なのかを解釈するルールである。ルールが共有されていないと，これもコミュニケーションは成
立しない。解釈コードには仕草や表情といったシグナルの解釈も含まれるため，メンバー同士がある
程度，同じ組織にいるといった時間経過を求められる場合がある（伊丹，2005，p.105）。 
c. 情報のキャリアー（情報を伝えている媒体）：会話される言葉，コンピューター画面の言葉やグラ
フ，資料に書いてある文字，それに人の表情，ボディランゲージなどである（伊丹，2005，p.105）。 
d. 連帯欲求：他のメンバーとつながりたいという欲求である。連帯欲求は，文化的背景など様々な理
由でメンバー間にギャップがある。連帯欲求の共有度が低いと，他の「場の基本要素」が共有されて
いても，場としての機能の程度は低くなってしまう（伊丹，2005，pp.106-107）。 
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3.2. ミクロマクロループ 
場という容れもので様々な情報的相互作用が起こり，人々が互いに影響し合うことによって共通理
解が生まれ，心理的共振が生まれてくる，というのが「場」の理論の骨子となるが（伊丹，2005，p.101），
人々の間で 4 つの「場の基本要素」がある程度共有されていても，人々のある状況への理解は，当初
はばらばらである。それでは，どのようなプロセスで共通理解に至り，そして，どのようにして心理
的共振が生まれてくるのだろうか（伊丹，2005，p.121）。伊丹はそのプロセスを，清水（1986）の生
命関係学，今井・金子（1988）のネットワーク論を基にして以下のように説明する（ここでは，観光
を例に説明をしていく）。 
4 つの「場の基本要素」がある程度共有されると，場が機能する準備が整うことになる（場の成立）。
そうした環境の中で，共通理解・心理的共振のプロセスがまわるきかっけは，外部からのシグナル受
信である。例えば，観光入込客数が報告されると，人々の間で個別の理解が生まれる。そして，接触
の多い人々（同僚など）との間で情報的相互作用が始まる。観光入込客数に対する反応が自分と同じ
であったり，違ったりするが，情報的相互作用を通じて，ローカルな共通理解が生まれるのである。
さらに，共感する人々との接触から心理的共振も生まれる。組織の中のあちこちのグループで情報的
相互作用が起こるが，グループ間の意見交換や調整のプロセスが始まるようになる。そうした全体と
して統合しようとする努力が続けられ，全体での共通理解・心理的共振につながっていく。全体とし
ては，観光入込客数が予想より伸びておらず，何らかの対策をとる必要がある等にまとまっていくの
である。こうした全体の理解が個人にフィードバックされていくが，実際には，図 1 の矢印でつなが
った三角のプロセスが何度も回っていくことになる。 
•有力な「全体理解」
の台頭
•全体での共振
•ローカルな「共
通理解」の形成
•ローカルな共振
人々の個別の理解
周囲の共感者との
相互作用
全体からの
フィードバック
全体での
統合努力
ミクロマクロループ
外部からのシグナル受信
 
図 1. ミクロマクロループ 
出所：伊丹（2005）『場の論理とマネジメント』東洋経済新報社，p.122 を参考にして作成 
このような個人（ミクロ）と，全体理解（マクロ）をつなぐループを「ミクロマクロループ」とい
う。ミクロマクロループが回っていくと，どこかの段階で，全体としてまとまっていき，その組織と
しての秩序が形成されていく（伊丹，2005，pp.122-125）。秩序が形成された中での人々の行動は，「自
分が全体との関係で存在することをつねに意識しながら，その意味で全体を自分の中に取り込んで，
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他者との関係の中で自己の行動を決めていこうとする」となるのである（伊丹，2005，p.126）。 
 
4. 分析視点と研究方法 
4.1. 分析視点 
 伊丹（2005）の「場」の理論は，組織の中の個人をミクロとし，組織全体をマクロとしたもので，3
章の内容を抽象化して整理すると図 2 の「分析視点：まとまりのサイクル」（以下，まとまりのサイク
ル）になる。本稿は，これを観光地経営の文脈に照らして，地域ステークホルダーをミクロ，各地域
ステークホルダーが属するDMO をマクロとして応用し，以下の事例を検討していく 4。 
ミクロマクロループ
場の基本要素の共有
場の成立
 
図 2. 分析視点：まとまりのサイクル 
出所：伊丹（2005）を整理して作成 
本稿のリサーチ・クエスチョン「DMO と地域ステークホルダーの関係はどのようなプロセスで構
築されるか」を検討する際に，望ましい姿は，まとまりのサイクルがぐるぐると回っていくことであ
る 5。回っていくにしたがい，DMO と地域ステークホルダーとの関係は良好になっていき地域全体と
してまとまっていく。したがって，以下の事例では，このサイクルがどのように回っているかの確認
作業が必要になる。 
伊丹（2017）では，次のような指摘がされている。「最初に行うべきは，場のアジェンダと解釈コ
ードを徹底して共有することである」（伊丹，2017，p.223）。アジェンダが明確でないと真の意味での
コミュニケーションは成立しない。解釈コードについては少々やっかいである。多様な地域ステーク
ホルダーが集まる場を想定した場合，そうした人々の価値観や文化的背景は異なっている。最初は，
解釈の違いや時には疑念・誤解が発生するともかぎらない（伊丹，2017，p.224）。そのために次の 2
つのことを考える必要がある。1 つは，最初から大切な言葉や行動を決めてその意味を明確にするこ
とで解釈コードを産み出していくことである（伊丹，2017，p.224）。もう 1 つは，場で交わされる言
葉や行動の意味づけをどこかの段階で行い解釈コードを見出していくことである（伊丹，2017，p.225）。
こちらは，ある程度の時間を要するが，いずれの場合でも意味づけの作業が求められ，それは DMO
の役割のひとつだと言えよう。 
本稿は，以上を基に，場のアジェンダと解釈コードの共有をはじめとした，まとまりのサイクルが
どのように回っているかを検討していく。 
 
 観光地経営における DMO と地域ステークホルダーの関係構築プロセス 23 
 
4.2. 研究方法 
観光などを含めた地域活性化の研究では，事例から共通の法則性を追求しモデル化を試みる方法が
ある。これを目指す利点は他の事例に応用がきくことである（小長谷ら，2012，p.ⅱ）。本稿もこの立
場に立ち，DMO と地域ステークホルダーの関係について，事例を通じた研究方法をとる。 
本稿では，日本版 DMO が始まる何年も前から DMO 的な活動を行っている一般社団法人雪国観光
圏（以下，雪国観光圏）を先進的な事例と捉え，それと地域ステークホルダーである松之山温泉合同
会社まんま（以下，まんま）の関係をみていく。先進的とする根拠は，1)雪国観光圏が，日本版DMO
の第一弾で登録されていること，2)この法人の取り組みが，日本政策投資銀行（2014），せたがや自治
政策研究所（2016），清水・大正大学地域構想研究所（2017），国土交通省・観光庁（2018）など，多
くの文献で取り上げられていること，3)まんまも，日本政策投資銀行（2014）などで取り上げられて
いることである。以上に挙げた文献では，それぞれの取り組みを個別に紹介・検討しているが，相互
の関係は分析しておらず，本稿のオリジナリティにつながると考える。 
リサーチ・クエスチョンに対する答えを導くには，2 つの法人の時間軸での出来事や当事者の思い
など，なかなか表に出ない内容を拾い上げ，それらをつなぎ合わせることが重要になる。この点を踏
まえて，本稿では，日本版 DMO 登録までの背景や現在の取り組みに関するいくつかの質問項目を用
意し，その上で，各法人の責任者に半構造化インタビューを実施した 6。加えて，電子メールでのや
り取り，DMO から提供された資料，そのほか二次的資料を使用し，分析につなげていった。以下に
インタビュー対象者を示すが，インタビューの内容は，彼らの許可のもと IC レコーダーに録音し，そ
の後，文章化した。そして，原稿が完成した段階で，内容を確認してもらった。 
・雪国観光圏 代表理事 井口 智裕 氏 
日本版DMO（観光地域づくりプラットフォーム）推進研究会の代表理事 
越後湯澤 HATAGO 井仙 代表取締役 
旅館の 4 代目として家業を継ぎ，2005 年越後湯澤 HATAGO 井仙としてリニューアル。2008 年には
周辺 7 市町村で構成する雪国観光圏をプランナーとして立ち上げと運営に尽力。現在は観光庁の観光
産業検討会議の委員も務める。 
・まんま 代表社員 柳 一成 氏 
一般社団法人雪国観光圏 専務理事 
松之山温泉 ひなの宿 ちとせ 専務 
日本三大薬湯の一つ，松之山温泉「ひなの宿 ちとせ」の 4 代目。合同会社まんまの代表を務める傍ら，
2011・2012 年全国ホテル旅館組合青年部北関東信越ブロック長も兼任。新潟県スキー連盟のアルペン
部長でもあり，新潟国体チーム監督も努める。 
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5. 事例研究：DMOと地域ステークホルダーの事例 
5.1. 雪国観光圏の日本版DMOに至る背景・経緯 
雪国観光圏は，新潟県の旅館組合青年部のつながりから始まったと言える。今から約 10 年前，青
年部を中心としたメンバー（越後湯沢の井口氏や松之山の柳氏など）が，スペインで開かれた観光博
覧会に参加する機会があった。当時の日本観光のブースといえば，JTB や JR といった，どちらかとい
うとエージェント（発地側）が出展するくらいで，内容も，富士山，忍者，芸者などの紹介がメイン
であり，観光地（着地側）の出展や観光商品の具体的な提案は多くなかった。一方，海外は，観光地
の魅力を着地側である観光地の担当者が紹介するだけでなく，その場でちょっとした体験ができたり，
予約することができたりしていた。「日本の観光は遅れている」という驚き・危機感が，参加メンバー
にあったという。そして，観光博覧会を通じて価値観を共有することができたという。その後，観光
地間での連携はすぐにはならなかったが，「何かをしなくては」という思いが各メンバーに募っていっ
た。そして，それぞれ行動していったのである。例えば，十日町・松之山のメンバーは，柳氏を中心
にほくほく線の乗客への感謝イベントを年 2 回，トータルで 20 くらい実施した。これは，2006 年北
陸新幹線開業による，いわゆる「2014 年問題」を背景に，土地でとれたフキやクルミを使った菓子を
乗客にふるまうなどして行ったものである。これをしたから，客がすぐ松之山に来てくれるというも
のではない。しかし，彼ら・彼女らはとにかく行動していったのである。越後湯沢の井口氏らのメン
バーも独自に活動していたが，十日町・松之山の以上のような活動を知り，連携して勉強会（十日町・
松之山の取り組みを越後湯沢のメンバーに紹介するなど）を実施したりして，つながりを強化してい
った。こうして広域連携に向けた環境が徐々に整っていったのである。広域連携を進める背景には「次
の世代の子供たちが誇りを持てる，何か事業を起こせるといった夢を考えられるようにするには，広
域連携をしながら様々な仕組みを考えていかなければいけない」（井口・柏木，2016a，p.44）という
井口氏らの思いがある。そして，当時の（そして今も）井口氏の考えでは，旅館と地域の経営には時
間感覚は異なるが，互いに通ずるところがあり，旅館経営を地域経営に活かせるということがある。
「地域活動はボランティアの要素がありますが投資だと思ってやっています。地域が盛り上がってい
けば，うち（旅館）に来てくれる人が期待できます。極端なことを言うと，ダメな地域によい経営者
がいて立派に経営しても，その人がいなくなればやっていけなくなります。地域が活性化していれば
普通の経営者でもやっていけます（もちろん経営努力は必要です）」「地域は課題の整理力が求められ
ます。関係者で課題が十分共有されているとは言えませんが，時間をかければ共有できると思います」
（井口氏），とのことである。 
 以上の思いをもとに，井口氏らは，スペインの観光博覧会参加メンバーに加えて，地域の核となる
人たちに声をかけていった。現在では，地域に根をおろして覚悟を持って活動している人（コアメン
バー）が約 8 人おり，年に 1 回，1 週間程度，自費で海外視察研修に行き，ビジョンや課題を共有し
ている。本業がある中で，毎年，自費で 1 週間とは，かなりのものである。地域を活性化していこう
とする互いの覚悟を確認する機会だと言える。 
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さて，コアメンバーを中心に活動を展開しているが，広域連携を組織的・公式的に進めていくにあ
たっては，制度的な面での要素がいくつかある。2008 年「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞
在の促進に関する法律」（観光圏整備法）が制定され，これを念頭に，同年，雪国観光圏が設立，観光
庁の広域観光圏にエントリー，認定されている。観光圏とは，自然，歴史，文化等において密接な関
係にある観光地を一体とした区域であり，区域内の関係者が連携し，地域の幅広い観光資源を活用し
て観光地経営を促進するものである 7。2013 年には雪国観光圏を一般社団法人化するとともに，ブラ
ンド確立支援事業（2017 年までの 5 年間）に採択された。そして，2016 年に日本版DMO 候補法人に
登録され，2017 年に，候補法人がとれ日本版DMO となり現在に至っている。以上に関する雪国観光
圏の活動の流れ（計画ベース）は図 3 の通りになる。 
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図 3. 雪国観光圏の活動の流れ（計画ベース） 
出所：雪国観光圏資料に加筆して作成 
 
5.2. 雪国観光圏 
5.2.1. 概要 
雪国観光圏は，新潟県（湯沢町，南魚沼市，魚沼市，十日町市，津南町），群馬県（みなかみ町），
長野県（栄村）の 3 県 7 市町村をマーケティング･マネジメントの対象とする地域連携 DMO である。
マネジメント体制は，自治体側の雪国観光圏推進協議会と民間側の雪国観光圏がある。全体の意思決
定機関として，毎月 1 回雪国観光圏戦略会議を開催し，両組織で事業等の情報を共有している。また，
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雪国文化・スノーカントリートレイル・食文化・観光協会連携・二次交通・社会資本整備の 6 つのワ
ーキンググループを形成し，個別の事業は，これらのワーキンググループで検討され，戦略会議に提
言される。戦略会議には，3 県 7 市町村の行政担当，観光関連組織が一堂に会する場であり，当然，
後に説明するまんまも出席し，情報共有がはかられる。 
 
5.2.2. 事業内容 8 
雪国観光圏で強調すべきは，ビジョンの策定と共有である。コアメンバーを中心に「100 年後も雪
国であるために」というビジョンを設定し，その中心軸に，縄文文化に着目した「真っ白き世界に隠
された地に出会う」というブランドコンセプトを置いている。そして，40 代独身女性高収入高学歴管
理職をペルソナにした事業や DMC（Destination Management/Marketing Company）への支援を行ってい
る 9。具体的な事業には，BtoG 事業（行政向け），BtoB 事業（事業者向け），BtoC 事業（顧客向け）
の 3 つのタイプがある。 
a. BtoG 事業：雪国観光圏推進協議会から受託している事業で，地域への啓蒙活動が中心である。市町
村や業種の枠を越えて多様な人々が交流できる場としてフォーラムやシンポジウムを開催している。
また，先の戦略会議やワーキンググループで，地域の長期計画の策定などを行っている。こうした様々
な場を通じてビジョンやブランドコンセプトの共有がはかられ，地域の課題が見えてきたりするので
ある。また，宿泊施設の満足度や実数調査，イベントやプロモーション活動に対する事業評価を行い，
こちらも地域の課題の見える化につなげている。 
b. BtoB 事業：「SAKURA QUALITY（サクラクオリティ）」という宿泊施設の品質管理のための認証制
度がある。これは，1 つ星から 5 つ星の 5 段階で認証評価するものである。また，「雪国 A 級グルメ」
という食の認証も行っている。こちらは旅館や飲食店などを 1 つ星から 3 つ星で認証評価するもので
ある。2016 年からは，この制度を「AG304」として全国に広げている。AG とはA 級グルメのことで，
また，304 は廃藩置県前の府藩県の数を示しており，都道府県といった枠では語りきれない地域の気
候や風土に合った食文化を守りたいという思いが込められている（にいがた経済新聞，2017）。いずれ
にしても，品質改善のアドバイスをして，地域全体で顧客満足等を上げるための支援を行っているの
である。 
c. BtoC 事業：一般の顧客向けのプロモーション事業として，「スノーカントリーフリーク」という地
域の文化を紹介するフリーペーパーを年 4 回，約 10 万部発行している。また，全国 13 の観光圏とと
もに「UNDISCOVERED JAPAN（アンディスカバードジャパン）」というブランドをつくり，海外向
けのプロモーションをしている。さらに最近は，「雪国ガストロノミーツーリズム」というツアーの開
催を進めている。これは，雪国ならではの食文化と美食を楽しむ旅を提供するもので，ブランドコン
セプト「真っ白き世界に隠された地に出会う」に沿った商品である。 
 現在は，BtoG 事業が全体の事業費の約 4 割を占めているが，徐々に，BtoB 事業，BtoC 事業が増え
ており，以上のようなビジョン等に沿った旅行商品を企画し，継続的に実施している。 
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井口氏は「約 8 年間ビジョンの議論をしてきた。そしてビジョンに基づいた事業を行ってうまくい
くと（実績がついてくると）賛同する地域ステークホルダーが増えてくる。どのようなビジョンに基
づいてどんな事業を行っているかという事業の見える化・見せる化が重要」だと言い，彼は雪国観光
圏を観光地経営の根っこの部分，いわばプラットフォームと捉えている。観光地には「食やスキーな
どといったコンテンツで様々な活動がある。必ずしもみんな同じ方向を向いて活動しているわけでは
ない。雪国観光圏の役割は交通整理であって，事業の精度を上げていくために，各ステークホルダー
のベクトルを合わせていく支援が大事」（井口・柏木，2016b，p.52）との認識である。現在「ようや
くひとつのかたちになってきたかなといった感じで，いまは，グランドデザインを描いて実行に移し
ていこうという段階」（井口氏）である。 
 
5.3. 地域ステークホルダーとしてのまんま 
5.3.1. 概要と事業内容 
まんまは，第四銀行が実施した「観光地活性化支援事業」の提言を契機に，2008 年 4 月に設立され
た。設立にあたっては，旅館 8 軒のほか，土産物店 2 軒，一般市民など 16 名が出資し，資本金 361
万円で始まった。同年 5 月には第三種旅行業登録し，「冬の美人林スノーシュー」「里山の達人タクシ
ー・プラン」などの着地型旅行商品を地元のガイドと連携して企画・販売している（日本政策投資銀
行，2014，p.15）。収益面では，現在のところ土産品によるところが大きい。松之山温泉ミスト（松之
山温泉を活用した化学成分無添加化粧水＜2 サイズ＞，フェイスマスク，入浴錠の 4 種類）が，各種
メディアに取り上げられ売り上げを増やしている。旅行商品の企画・販売も積極的に行っているが，
これを収益のメインに捉えるというよりは，企画等の作業を通じて，地域内の連携や共同作業をはか
り地域の課題の見える化につなげていくことに重きを置いている。 
まんまが設立された年は，雪国観光圏が設立され観光庁の広域観光圏にエントリー・認定された年
でもある。両地域とも，何かをしなくてはという思いを形にしていったのである。ここで注意したい
のが，まんまを取り巻く地域ステークホルダーについてである。まんまは，雪国観光圏の１地域ステ
ークホルダーであり，この関係については後に説明する。一方，松之山地域内では，松之山温泉組合，
松之山商工会，松之山支部観光協会などの地域ステークホルダーがおり，そこでのメンバーが松之山
地域活性化のための活動を行っている。実際には，まんまのメンバーの何人かは松之山温泉組合のメ
ンバーであるなど，同じ者が複数の組織に参加しており，連携する機会は多い。柳氏の言葉を借りる
と次のようになる。まんまとしての会議は「決まった日程で行っているわけではありませんが，2 ヶ
月に 1 回ほど行っております。なお，組織的にはまんまが温泉組合に加盟している形になっています
が，温泉組合での広告以外の観光分野（案内所業務，商品造成，オプショナルツアー販売，ブランデ
ィング等）は，ほぼ，まんまが行っているという形です。その温泉組合の役員も半数以上がまんま社
員となっているので，あまり両者を区別せず，協力しながら動いている感じです」。 
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5.3.2. 雪国観光圏との関係 
まんまの柳氏や雪国観光圏の井口氏とのインタビューでは，よく DMO と DMC の関係という言葉
が出てくる。前者がプラットフォームとしてビジョンの策定や仕組みづくりを行い，後者が実行する
という役割分担が基本である。こうした役割分担は，戦略会議，フォーラム，シンポジウム，さらに
は年 1 回の海外への視察研修など，様々な場を通じて形になっていったと考えられる。もちろん，松
之山には，その地域ならでのビジョンが求められるはずで，それは雪国観光圏のビジョンを受けての
ものである。企業に例えると，全社レベルのビジョン，ドメイン，戦略と事業レベルのそれらとみれ
ばよいだろうか。実際，柳氏は次のように述べている。「DMO（雪国観光圏）のビジョンやペルソナ
を意識しつつ，ここはこういう場所なんですと，松之山の魅力を伝えることを重視しています」。 
以下に説明するビジョン策定などは，まんまを中心としたメンバーで行われているが，まんまが雪
国観光圏の事業を活用しているという意味で，両者の関係がよく分かる。「これまでとは異なる環境の
中で，松之山温泉はどうあるべきか。利便性や価格で勝負するのではなく，名前を聞いただけで訪れ
たくなるブランドを育てたい。そこにしかない経験を求めるお客様に選ばれる地域を目指したい。他
地域と差別化された松之山温泉らしさを明確に示し，それを体感できるコトを提供し続けることで，
商圏を都会に広げ，連泊やリピーター顧客を創造していく」（松之山温泉・4CYCLE，2017）という思
いのもと，ブランドコンセプト「持続可能な地域づくりに貢献する，緑を未来につなぐ，松之山なら
ではの過ごし方」（松之山温泉・4CYCLE，2017）を策定している。そして，このコンセプトに基づき，
以下の活動を実施している。 
・松之山温泉のロゴマークの作成 
・松之山温泉の景観整備計画デザイン（ロードマップ）の作成 
・雪国A 級グルメ認証を目指す取り組み→雪国観光圏事業 
・SAKURA QUALITY（サクラクオリティ）認証を目指す取り組み→雪国観光圏事業 
・松之山温泉のブランディンサイト「松之山ストーリー」の構築 
 以上の一連の活動は，約 10 年前からのコアメンバーの思いが根底にあると思われる。柳氏らの活動
の背景には，「旅館が動けば地域が変る」というスタンスがあり，地域への自信・誇り・愛情を育むた
めに，観光資源としての「里山の景観」を維持して観光地を経営している。それは，井口氏ら越後湯
沢のメンバーの思い「次の世代の子供たちが誇りを持てる，何か事業を起こせるといった夢を考えら
れるようにするには，広域連携をしながら様々な仕組みを考えていかなければいけない」「旅館経営を
地域経営に活かせる」と同じである。どちらが先にこのような思いになったのかは分からないが，あ
るいは，10 年前に両者がほぼ同時に同じ思いに至り行動していったのかもしれないが，互いの活動へ
の共感がベースとなり，様々な場を通じて人々が有機的につながり活動する。そして様々な活動の積
み重ねが，時間とともに観光地の発展につながっていく，その可能性を示唆する事例である。 
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6. 発見事項と分析 
6.1. 地域に対する思いの共有とプロセス重視 
事例からの発見事項として，以下の 3 点を挙げることができる（3 点目は節をあらためて述べる）。
1 つ目は，コアメンバーを中心とした人たちの地域に対する思いの共有である。「日本の観光は遅れて
いる」「何かをしなくては」などの思いが，ビジョンの策定と具体的な行動につながっている。この点
については，「一般に地域づくりでは，地域への思い・愛着や地域の課題への関心が活動の重要な動機
となっているケースが多い」（渡部，2017，p.35）との指摘があり，整合的である。2 つ目は，プロセ
ス重視ということである。いまでこそ，雪国観光圏がプラットフォームの役割を果たし，まんまが実
行するという役割分担が基本になっている。しかし，最初の頃は，連携という視点はそれほど強くな
く，地域に対する思いのもとに，それぞれがとにかく行動していた。DMO という，いわば構造を念
頭に置いていたかといえばそうではない。行動していったら，いつのまにか現在の姿になっていたと
解釈できるのである。 
 
6.2. 地域らしさの追求 
3 点目は地域らしさの追求である。雪国観光圏は，井口氏を中心としたコアメンバーで「100 年後
も雪国であるために」というビジョンを策定し，その中心軸に，縄文文化に着目したブランドコンセ
プト「真っ白き世界に隠された地に出会う」を置いている。そして，40 代独身女性高収入高学歴管理
職をペルソナに設定し，これらに基づいた事業を約 10 年にわたり行っている。雪国観光圏の地域らし
さを長時間かけて（先のプロセス重視になる）観光客などに伝える，その努力をしているのである。
井口氏が「各ステークホルダーのベクトルを合わせていく支援が大事」と言うように，地域ステーク
ホルダーとビジョン等を共有することが重要である。雪国観光圏は 3 県 7 市町村の広域連携組織であ
り，望ましくは，これらの市町村が全体としてまとまり，皆が同じベクトルを向いて協働していくこ
とである。まんまは，この望ましい姿につながるひとつの地域ステークホルダーである。柳氏は「DMO
（雪国観光圏）のビジョンやペルソナを意識している」という。ただ，気を付けなければいけないの
は，「ここはこういう場所なんですと，松之山の魅力を伝えることを重視しています」（柳氏）とある
ように，まんまは，雪国観光圏のビジョンやブランドコンセプトを参照している一方で，松之山温泉
らしさを追求し，ブランドコンセプト「持続可能な地域づくりに貢献する，緑を未来につなぐ，松之
山ならではの過ごし方」を策定し，それに基づき事業を行っていることである。もちろん，雪国観光
圏も，まんまのビジョンや事業を少なからず参照し，ベクトル合わせにつなげていると思われる。要
約的に述べると，きわめて長い時間をかけて雪国観光圏という地域らしさの追求をはかり，広域連携
組織としてまとまるよう努力を重ねているが，まんま（地域ステークホルダー）は，雪国観光圏を参
照するものの，自分たちの地域らしさの追求も忘れずに行っている，そのことが，雪国観光圏とまん
まの関係から分かるのである。 
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6.3. DMOと地域ステークホルダーの関係はどのようなプロセスで構築されるか 
本稿のリサーチ・クエスチョン「DMO と地域ステークホルダーの関係はどのようなプロセスで構
築されるか」について，これまで述べた発見事項を本稿の分析視点に照らして整理・検討していく。
具体的な検討方法は，場のアジェンダと解釈コードの共有をはじめとした，まとまりのサイクルがど
のように回っているかを確認することである。 
事例から分かったこととして，プロセス重視で，とにかく行動している，ということが挙げられた。
雪国観光圏のメンバーは，旅館組合等を通じてゆるやかにつながっていた。会合などの後には飲み会
があったりして，インフォーマルな付き合いもあると推察される。海外視察研修は，特に，コアメン
バーの思いや価値観の共有につながった。そうした様々な機会を通じて，自分たちがやるべきこと（ア
ジェンダ）が明確になり，大切な言葉や行動の意味づけがはかられ，時間の経過とともに解釈コード
を見出していったのである。したがって，この時期のアジェンダと解釈コードは，コアメンバー間で
は相当程度，共有されていたと整理できる。そして，越後湯沢や松之山といったレベルでの，しかも
コアメンバーを中心とした場が形成され，ミクロマクロループが回っていったのである。 
雪国観光圏が，フォーマルなかたちで活動していく基には，観光地の持続的発展に向けた広域連携
があるのでは，という考えがあった。実際，松之山の取り組みを越後湯沢のメンバーに紹介するとい
った勉強会は，相互のつながりを強化し，広域連携の環境を整えていく機会となった。そしてなによ
りも，雪国観光圏が，今日，日本版 DMO として活動していること，これが組織的・公式的に進めて
いく上では大きい。プロセス重視で行動する雪国観光圏からすると，国が用意した制度を良い意味で
利用して，自分たちの活動を構造的に強固にしていったと言える。 
DMO の活動として，戦略会議，ワーキンググループ，フォーラム，シンポジウムなど，様々な場
がある。そうした場での情報的相互作用により，アジェンダと解釈コードの共有度合は以前よりも高
まっていき，場が機能していると推察される。強調したいのは，ビジョン等の軸をぶらさず，長きに
わたって活動していることである。まんまのように，最初の方から共感し強固な関係を築く地域ステ
ークホルダーもあるが，「ビジョンに基づいた事業を行ってうまくいくと（実績がついてくると）賛同
するステークホルダーが増えてくる」（井口氏）とあるように，徐々に，関係が構築される地域ステー
クホルダーもある。言葉は悪いが，つながることでの経済的メリットを期待して近寄ってくる地域ス
テークホルダーもいるだろう。そこでの地域ステークホルダーは，結果的にアジェンダと解釈コード
を共有していき，戦略会議などでの情報交換等をきっかけにミクロマクロループが回っていくのであ
る。しかも，地域によって文化や歴史は異なるので，追求すべき地域らしさも違ってくる。雪国観光
圏に共感し，そのビジョンを参照するまんまであっても，自分たちの地域らしさを自分たちに問い設
定している。なかには，何があってもつながりを持たず変化を望まない地域ステークホルダーもいる
と思われる。以下の指摘はそれを端的に表しており，DMO への期待も述べられている。「既存観光事
業者の中には，現業をそのまま変化せずに行っていくことを既得権益化させている者がいるのも事実
である。結果，地域観光産業がその潜在力を発揮できないばかりか，次第に観光客から見放され，じ
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り貧に追い込まれる観光地も存在する。実は，このような膠着状態を打破する期待も担っているのが
DMO である」（日本政策投資銀行地域企画部，2017，p.71）。 
このように考えていくと，DMO と地域ステークホルダーの関係はきわめて複雑であり，2 章で述べ
た，「DMO には，多様な地域ステークホルダーの地域に対する考え・思いを表出化させ，そして，調
整をはかりながら地域全体としてまとめていく，その舵取り」や，井口氏の「ベクトルを合わせてい
く支援」の実践には，多くの困難が伴う。逆に，多くの困難があっても行動していくという覚悟なし
に，観光地経営の舵取り役にはなれないということである。DMO（雪国観光圏）が自分たちの地域の
姿を明確に示し，地域ステークホルダーを緩やかにもリードしているからこそ，賛同する地域ステー
クホルダーが現れてくると整理できる。したがって，DMO と地域ステークホルダーの関係構築プロ
セスにおいて，DMO には以下のような実践的な含意を導くことができる。まず，場のアジェンダに
通ずるビジョンなど，軸となるものを設定し，それに基づく活動を時間がかかっても継続して行う努
力が求められるということである。まとまりのサイクルは，最初は小さく回っているが，地域ステー
クホルダーは DMO の活動を参照して行動する。時間の経過とともに，両者の関係が構築されていく
ようになるのである。また，まとまりのサイクルは地域ステークホルダー側でも回っているので，そ
れを尊重しつつ，ベクトルが合うように支援していくことである。地域ステークホルダーは，それぞ
れの文化や歴史を背負っており，そうした地域性に対して，トップダウンでコントロールしてもうま
くいかない。まんまのように，地域ステークホルダーが，DMO の設定したビジョン等を参照しつつ，
自分たちの地域らしさを深く検討することは，今日求められている着地型の観光を企画する上で重要
なことであり，望ましいとも言える。 
以上の議論から，観光地経営やDMO を分析する上では，伊丹（2005，p.126）にある「自分が全体
との関係で存在することをつねに意識しながら，その意味で全体を自分の中に取り込んで，他者との
関係の中で自己の行動を決めていこうとする」について，地域らしさの追求を加えたほうがよいと言
える。地域ステークホルダーは，DMO のまとまりのサイクルを参照しつつ，自分たちの地域らしさ
を軸に，その地域でのまとまりのサイクルを回しているのである。もしくは，その必要があるのであ
る（図 4 を参照）。これは，観光地経営を分析する新たな視点であり，本稿の理論的な成果のひとつに
なる。 
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図 4. DMO と地域ステークホルダーの関係構築プロセス 
出所：筆者作成 
 
7. おわりに 
本稿は，DMO と地域ステークホルダーとの関係について，「場」の理論を手掛かりにして雪国観光
圏を分析した。分析の結果，日本版 DMO に向けては，以下の 2 点が参考になると思われる。まず，
場のアジェンダに通ずるビジョンなど，地域の軸となるものを設定し，それに基づく活動を時間がか
かっても継続して行う努力が求められることである。地域ステークホルダーは DMO がリードする活
動を参照して行動していき，時間の経過とともに，両者の関係は構築される。また，まとまりのサイ
クルは地域ステークホルダー側でも回っているので，DMO はそれを尊重しつつ，ベクトルが合うよ
うに支援していくことである。地域ステークホルダーは，それぞれの文化や歴史を背負っており，そ
うした地域性に対して，トップダウンでコントロールしてもうまくいかないのである。あわせて本稿
では，分析視点（まとまりのサイクル）に発見事項を加えた観光地経営の新たな分析視点「DMO と
地域ステークホルダーの関係構築プロセス」を提示した。 
本稿は，これまでの DMO 研究にはみられない DMO と地域ステークホルダーとの関係を扱ったも
のであり，有益な知見を提供したと考える。しかしながら，今後，研究を発展させていくには，少な
くとも以下の課題を挙げることができる。本稿は，雪国観光圏という限られた事例を通じた研究であ
るため，外的妥当性には限界があるということである。このため，今後，事例を増やして分析してい
く必要があるが，その際には，本稿で提示した新たな分析視点を用いて研究を進めていきたい。 
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注 
1. 山田（2017）の文献レビューはデスティネーション・マネジメントについてであるが，本稿は，
観光地経営と海外の文献でみられるデスティネーション・マネジメントをほぼ同じ意味で使って
いる。菅野（2017，p.12）も，「基本的な要素の多くは両者で共通している」と述べている。 
2. 本章のここから先の記述は，主に観光庁の資料を基にしている。詳しくは，観光庁ホームページ：
日本版DMO（http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000053.html）を参照のこと。 
3. 観光庁のいうステークホルダーには，地域以外の，例えば，発地側のエージェントなども含まれ
るため，ここでは「地域」という言葉を付けていない。 
4. 実際には，地域ステークホルダーにおいても全体と個がある。所属する企業等が全体でそこで働
く人々が個である。 
5. まとまりのサイクルの中でミクロマクロループが回っていることに注意されたい。 
6. 雪国観光圏は 2016 年 11 月 12 日，2017 年 2 月 26 日，2018 年 3 月 7 日，7 月 5 日，まんまは 2017
年 6 月 30 日にそれぞれ 2 時間程度インタビューした。 
7. 現在，雪国観光圏のほか，八ヶ岳観光圏，富良野・美瑛観光圏など，全国で 13 の観光圏が認定
されている。 
8. 事業内容は，清水・大正大学地域構想研究所(2017，pp.42-43)と井口氏から頂いた資料を参考に記
述している。他に参考にしている内容は本文中に出所を明記している。 
9. DMC とは，ツアーやイベントなど，観光事業を行う企業体である。 
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